
北海道保健福祉部からのお知らせ 

 

マスクの対策に関して、国から緊急対応策の案が示されましたので該当部分をお知らせし

ます。 

 

主に関係する部分では 

■社会福祉施設における消毒液購入や、施設の消毒等の感染拡大防止に必要な費用を補助

（補助率：介護施設２／３等） 

  

■社会福祉施設などにおけるマスク不足の解消を図るため、再利用可能な布製マスクを、国

が一括して２千万枚購入し、施設等に少なくとも１人１枚は行きわたるよう緊急に配布（全

額国負担） 
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※関係部分の抜粋 

  

○ 感染拡大防止策 

感染流行の早期終息に向けては、基本方針に示すとおり、クラスター（集団）が次のクラス

ターを生み出すことを防ぐことが極めて重要であり、感染拡大防止により、患者の増加スピ

ードを可能な限り抑制する。 

現状においては、感染拡大を抑制することは可能であり、国内の感染拡大防止のために、ク

ラスター対策の専門家の地方公共団体への派遣をはじめ、あらゆる手段を尽くす。 

こうした考え方の下、大規模感染のリスクを回避するため、令和２年２月 26 日に、多数の

方が集まるような全国的なスポーツ、文化イベント等については、中止等を要請したところ

である。 

また、子どもたちへの感染事例も発生し、各地域において感染拡大を防止する努力がなされ

ている中、子どもたちの健康・安全を第一に考え、教職員も含め日常的に⾧時間集まること

による感染リスクにあらかじめ備え、学校から新たにクラスターが発生する事態を避ける

ため、全国全ての小学校・中学校・高等学校・特別支援学校について、春休みまでの臨時休

業を要請した。さらに、乳幼児や、重症化リスクが高いと考えられる高齢者、障害者 

についても、十分な感染拡大防止策を講じる必要がある。介護施設や保育所等、障害者施設

等における消毒液購入や、施設の消毒等の感染拡大防止に必要な費用を補助（補助率：介護

施設２／３等）する。 

  

○ 需給両面からの総合的なマスク対策 

マスクについては、第１弾の緊急対応策により、国内企業への設備投資支援を行ったところ



であるが、令和２年３月３日には、感染拡大防止策が特に必要と考えられる都道府県のうち、

感染者の広がりが見られる市町村の住民に対して、国がマスクを一括して購入し、各世帯に

緊急に直接配布する取組を開始したところである。現下の品薄状態を踏まえ、こうした取組

を更に充実し、需給両面から総合的なマスク対策を講ずる。 

需要面では、インターネット等においてマスクが高額で取引される事例が報告され、こうし

た転売を目的とした購入が、店頭におけるマスクの品薄状態に拍車をかけている、との指摘

があることから、国民生活安定緊急措置法を適用し、こうしたマスクの転売行為を禁止する。 

供給面では、医療現場をはじめ、特に感染拡大防止の観点から必要な場所へのマスク供給を

抜本的に強化する。 

まず、介護施設や障害者施設、保育所等、今般の学校休業に伴う放課後児童クラブなどの現

場におけるマスク不足の解消を図るため、再利用可能な布製マスクを、国が一括して２千万

枚購入し、地方公共団体の協力も得つつ、介護施設等に少なくとも１人１枚は行きわたるよ

う、十分な量を緊急に配布する。 

同時に、医療機関向けのマスクについて、国内メーカーに増産を要請するとともに、海外か

らの輸入を拡大することにより、まず、1,500 万枚を国が購入して確保し、地方公共団体な

どを経由して、必要な医療機関に対しマスクの優先配布を行うことで、マスク不足によって

医療現場に支障が生じないよう万全を期す。さらに、マスクメーカーに対する更なる増産支

援（補助率：中小企業３／４、大企業・中堅企業２／３）も行い、国内市場へのマスク供給

量の一層の積み増しを図る。 

今後も、マスクの需給状況を十分に注視しながら、国民不安の解消に向けて、必要な対策を

果断に講じていく。 

また、マスク以外の物資についても、国民の間で円滑な供給について不安が広がっている場

合には、正確な情報提供、転売禁止も含め、必要な対応を行う。 

  

○ 強力な資金繰り対策 

医療・福祉事業者が新型コロナウイルス感染症により休業や事業を縮小した場合の資金繰

りについても、（独）福祉医療機構による無金利、無担保等の優遇を行うなど、万全の対応

を行う。 


